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はじめに
生活保護制度は、いま大きな岐路に立たされています。2001年以降の長期
にわたる生活扶助基準の据置・切り下げにもかかわらず、生活保護受給者
（実人員）は2000年の107.2万人（カ月平均）から2011年には206.7万人へ
と倍加し過去最高を記録しました。こうした生活保護受給者の増加にたいし
て、政府は2013年月から今後年間に最大10％におよぶ生活扶助基準の切
り下げを強行し、12月日にはこれまでの生活保護法の運用を根底から覆す
内容を孕んだ「生活保護法の一部を改正する法律」（「改正」生活保護法）を
国会で可決成立させました。生活保護の「引き締め」強化や生活扶助基準の
切り下げの影響は、保護申請者や受給者の範囲にとどまるものではありませ
ん。生活扶助基準は、要保護世帯の生活保護適用の要否判定基準であるとと
もに、働く人びとの最低賃金や年金・各種手当の給付額や社会福祉施設・
サービスの給付水準、あるいは生活福祉資金や就学援助、奨学金、公営住宅
の家賃、課税最低限、災害救助法、さらには国民健康保険や国民年金、介護
保険、後期高齢者医療制度の保険料減免などの目安や基準として広く用いら
れており、労働者・住民の労働・生活条件に深いかかわり
()
をもっています。
現在の生活扶助基準が「健康で文化的な生活水準を維持することができ
る」（生活保護法第条）最低生活を保障する水準であるかどうかを検証す
ることは重要な課題です。それについては、すでに研究者や生活保護問題対
策全国会議などの関係団体によって明らかにされています。同時に、いま改
めて問い直さなければならないことは、厚生労働大臣の決定する生活扶助基
準が、労働者の賃金統制機構の一環に組み込まれ、一方で人事院勧告や地域
別最低賃金の決定に連動し、他方では社会保障・社会福祉給付の内容・水準
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を規定しているという逆立ちした関係です。ここに、生活扶助基準とその決
定をめぐる基本問題があります。生活扶助基準が賃金や生活条件の最低限を
決定しているという逆立ちした仕組みを転換することが求められているので
す。したがって、社会保障制度における「最終的で最低限の対策」という生
活保護制度の位置づけを踏まえた分析が必要不可欠です。生活保護制度の枠
内の議論にとどまっていると、社会保障制度の前提や基本になる制度・施策
の改善・拡充の課題を曖昧にし、生活保護制度改革の課題を矮小化すること
になりかねません。生活扶助基準を賃金や社会保障給付の算定基礎にすると
いう発想に追い込まれているところに大きな問題があるのではないでしょう
か。
本稿は、「低福祉・低賃金」政策の基軸として生活扶助基準がどのような
役割を果たしているか、その実態を考察することを課題にしています。それ
なしには、労働・生活条件の改善と向上をはかる基本方向を提起することが
できないと考えているからです。
．生活保護制度は最終的な生活保障の仕組み
（）生活保護制度の比重と役割が大きい
生活保護制度は、1930年代に登場した生存権保障としての社会保障制度の
一環であり、「最終的な生活保障の仕組み」としての公的扶助制度です。社
会保障制度は、失業や病気、老齢、障害、災害などによる労働不能や生活困
難に直面した場合に労働者とその家族の「最低生活」を保障する仕組みであ
り、制度的には、①働いたならば「人たるに値する」生活を営むことができ
る労働者保護制度および②雇用保障制度と最低賃金制度の確立を基本的な前
提条件にして成り立っています。また、③個人的に賄うことが困難な住宅・
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生活環境施設や保健・医療、教育・文化などの生活条件の公共的な整備も不
可欠の前提条件です。これらの前提条件が労働・生活条件の最低限（「ナシ
ョナルミニマム」）の基軸を形成しているのです。
社会保障制度の中核は、社会政策としての社会保険制度であり、労働者だ
けでなく企業・資本の保険料拠出を要件にしているところに基本的な特徴が
あります。それは、社会政策である「労働者保護制度」（＝工場法）の「拡
充・発展形態」です。しかし、社会保険制度は給付内容・水準や保険財政の
面で限界があり、その限界を補完する労働者の拠出を必要としない失業扶助
や家族手当などの社会手当制度が登場します。さらに、慢性的な大量失業と
貧困の増大に対応して、ミーンズテスト（資産調査・収入認定）を要件に
「必要に応じて」支給する全額公費負担の公的扶助制度が最終的に補完する
位置と機能をもつ体系として社会保障制度が成立しました。
ところが、わが国の社会保障制度は、最終的な生活保障の仕組みである生
活保護制度の比重と役割が大きい「歪んだ」体系になっているところに基本
的な問題点があります。その原因として、①労働者の労働とくらしの条件を
決定する拠り所である労働基本権の制限および②社会保障制度の前提条件で
ある雇用保障制度と本格的な最低賃金制度の不備・未確立
()
をあげることがで
きます。とくに1948年の「政令201号」による公務員の団体交渉権・労働争
議権の剥奪は、中央集権的な生活保護行政と結びついて福祉事務所のケース
ワーカーと受給者・申請者のあいだに分断・対立をもたらし、保護申請や審
査請求を抑制する役割を果たしています。また、③社会保障制度の中核であ
る社会保険制度は、国家公務員や地方公務員、私立学校教職員、船員、民間
企業など雇い主や職域、企業規模などの違いによって分立し、それぞれ保険
料の負担割合や支給要件、給付の内容・水準に格差があります。さらに、④
未組織状態にある人未満の事業所に働く労働者や不安定雇用労働者には、
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資本・企業の保険料拠出のない、実質的には相互扶助である国民健康保険制
度や国民年金制度を設けてきました。「労働者を労働者として扱わない差別
（民民格差
()
）」的な分立・格差構造が「皆保険・皆年金」体制の実態です。⑤
1985年以降における「制度の一元化」は、健康保険や厚生年金など社会政策
としての社会保険制度の給付内容・水準を国民健康保険や国民年金並みの水
準への低位平準化であり、資本・企業の保険料拠出を要件にしていない介護
保険制度や後期高齢者医療制度は、国の責任と負担による生存権保障として
の社会保障制度を労働者・住民の負担による相互扶助機構に変質させるもの
です。国民健康保険・国民年金の保険料未納者や生活保護受給者の増加は、
そうした政策展開の矛盾と破綻の端的なあらわれです。
わが国の生活保護制度は、最低生活保障水準である生活扶助基準が劣悪で
あるだけでなく、受給要件であるミーンズテストは資産保有の幅が狭く親族
扶養の範囲が広いなど人権侵害の要素を多く含んでいます。2013年12月日
に成立した「改正」生活保護法には、①書面による申請書の義務づけ、②親
族に保護開始の通知、③親族が扶養できない理由の報告、④親族の収入・資
産などの情報を官庁や日本年金機構、銀行、勤め先などに資料提供や報告を
求めることができる地方自治体の調査権限の拡大、⑤就労指導の強化、⑥
「不正受給」にたいする厳罰化などが盛り込まれています。
政府が「改正」生活保護法案を国会に提出した月17日、国連「経済的、
社会的及び文化的権利に関する委員会」（社会権委員会）は日本の第回定
期報告に関する最終見解を採択しています。そこでは、生活保護制度のミー
ンズテストに該当する「公的な福祉的給付の申請手続きを簡素にするため、
及び申請者が尊厳を持って取り扱われることを確保するための措置を講じる
こと」や「公的な福祉的給付に付随したスティグマをなくす観点から国民を
教育すること」（外務省仮訳）などを求めています。国際的にみて、いかに
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厳しいものであるかは明らかです。厳しい受給抑制によって一時的に生活保
護受給者の増加に歯止めをかけることはできても、生活扶助基準並みの貧
困・低所得層の増加を抑えることは不可能です。
（）生活保護受給者の増加をどうみるか
①失業・半失業の拡大と生活保護受給者の増加
生活保護受給者は、生活保護行政とのかかわりでとらえられた特定の貧困
階層です。生活保護制度は、その世帯が保有している住宅・土地・自動車や
預貯金などの資産・収入を調査して、所得額が生活扶助基準に満たない場合
に保護を適用し不足額を支給する仕組みであり、すべての貧困階層に対応し
ているわけではありません。1995年の88万2千人にまで減少していた生活保
護受給者（実人員）は、構造改革の本格化にともなって増加傾向に転じ（表
）、2000年の107万人から2013年月の215万人へと急増しています。2011
年の保護率は人口千対比16.2‰、世帯千対比29.0‰です。2001年からの生活
扶助基準が据置・切り下げにもかかわらず増加しているところに、今日の失
業と貧困の深刻さがあらわれています。
厚生労働省は2010年月と月に「国民生活基礎調査」（2007年）にもと
づいて、生活保護による最低生活費
()
未満の低所得世帯の割合を公表しました。
それによると、資産を考慮しないフロー所得のみの場合、全世帯の12.4％
（勤労者世帯の8.3％）の世帯が最低生活費を下まわり、そのうち保護受給世
帯は15.3％（勤労者世帯8.3％）に過ぎません。住宅・土地等の資産を考慮
した推計では、全世帯の4.8％（勤労者世帯の3.0％）、保護受給世帯比は
32.1％（同13.0％）となっています。生活保護の捕捉率は15〜30％程度と低
く、生活扶助基準並みの貧困・低所得世帯が大量に存在していることを念頭
において、生活保護受給者の増加の実態を考えなければなりません
()
。
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表 雇用・失業と雇用保険および生活保護受給者の推移
75.13,68877339.72,11682.55,3316,4621999
雇用保険役員を除く雇用者就業者に占める雇用者就業者
総数
(万人)
Ａ
年
7.91,0041,07362.833,4724.731724.91,225
完 全
失業率
(％)
完 全
失業者
(万人)
非正規の職員・
従業員
正規の職員・
従業員
うち女性 (万人)総数(万人)
生活保護
受 給 者
(実人員)
(年度ヵ月平均)
(％)(万人)(％)(万人)
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短時間
C/B
(％)
計
Ｃ
B/A
(％)
Ｂ
基本手
当受給
実人員
(千人)
適用率
D/B
(％)
被保険
者数
Ｄ
(千人)
2000 6,446 5,356 83.1
5731.173853.42,3704,4361960
受給率
千人対比
(‰)
(千人)
2,140 40.0 754 3,630 74.0
19832.01,16769.83,6465,2231975
17.41,62836555.213,0861.775
1,35471.73,9715,5361980
12.11,34987064.623,5561.9100
4,3135,8071985
12.21,42764862.924,9612.011425634.1
1990
11.81,43163963.727,4842.615616.465583.63,34333335.91,54874.3
1,01548464.931,3982.113420.288179.83,48850137.91,83477.44,8356,249
63.733,5403.221020.91,00179.13,77963238.92,04881.55,2636,4571995
8.2
3.422521.51,04378.53,80069239.22,08482.15,3226,4861996
7.0882825
23.21,15276.83,81274639.52,12782.25,3916,5571997
7.188784263.333,707
76.43,79475639.62,12482.45,3686,5141998
7.290687462.833,8493.4230
7.59471,02162.633,5864.127923.61,173
1,273 26.0 320 4.7 33,524 62.6 1,038 1,072 8.4
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6,330 5,331 84.2 2,161 40.5 835 3,489 70.6 1,451 29.4 359 5.4 33,624 63.1 1,095 1,243 9.8
2003 6,316 5,335 84.5 2,177 40.8 861 3,444 69.6 1,504 30.4 350 5.3 33,939 63.6 889 1,344 10.5
2004 6,329 5,355 84.6 2,203 41.1 857 3,410 68.6 1,564 31.4 313 4.7 34,603 64.6 708 1,423 11.1
2005 6,356 5,393 84.8 2,229 41.3 882 3,374 67.4 1,633 32.6 294 4.4 35,234 65.3 637 1,476 11.6
2006 6,382 5,472 85.7 2,277 41.6 865 3,411 67.0 1,677 33.0 275 4.1 36,151 66.1 593 1,514 11.8
2007 6,412 5,523 86.1 2,297 41.6 931 3,441 66.5 1,732 33.5 257 3.9 37,249 67.4 570 1,543 12.1
2008 6,385 5,524 86.5 2,312 41.9 957 3,399 65.9 1,760 34.1 265 4.0 37,304 67.5 561 1,593 12.5
2009 6,282 5,460 86.9 2,311 42.3 961 3,380 66.3 1,721 33.7 336 5.1 37,507 68.7 766 1,764 13.8
2010 6,257 5,463 87.3 2,329 42.6 966 3,355 65.6 1,756 34.4 334 5.1 38,239 70.0 687 1,952 15.2
2011 6,244 5,471 87.6 2,335 42.7 (953) 3,300 64.3 1,834 35.7 300 4.6 38,576 70.5 632 2,067 16.2
2012 6,270 5,504 87.8 2,357 42.8 (994) 3,340 64.8 1,813 35.2 285 4.3 38,913 70.7 549
2001 6,412 5,369 83.7 2,168 40.4 829 3,640 72.8 1,360 27.2 340 5.0 33,607 62.6 1,080 1,148 9.0
2002
資料出所：総務省統計局「労働力調査」及び厚生労働省「雇用動向調査」。失業保険・雇用保険の被保険者と受給者、受給率は「社会保障統計年報」。
生活保護受給者および保護率は厚生労働統計協会「国民の福祉の動向」。
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総務省「労働力調査」によると、完全失業率
()
は1995年に％をこえ、リー
マンショック後の2009年には％、完全失業者は336万人に増加しています。
2012年には4.3％、285万人へと減少傾向にありますが、「労働力調査」は調
査期間中の週間に時間以上仕事に就くと就業者として扱っており、完全
失業者数や完全失業率は失業の実態を正確に反映していません。パートタイ
マーや派遣労働者
(	)
、契約社員などの「非正規雇用
()
」は、2012年に役員を除く
雇用者の35.2％にまで増加し、人に人という拡がりを示しています。
「非正規雇用」は、本質的には停滞的過剰人口の一形態であり、労働者を労
働者として扱わない「労働力の差別的雇用」にほかなりません。
さらに問題なのは、雇用保険制度の適用率が70％程度（2010年度）にとど
まっていることです。31日以上の雇用見込みがあり週間当たりの所定労働
時間が20時間以上である労働者に適用されるようになりましたが、同じ労働
保険である労働者災害補償保険制度の適用率95.9％と比べて大きな差があり
ます。30％の労働者は雇用保険制度に加入する権利すら奪われています。
「失業者を失業させておかない
(
)
」労働力政策の一環として差別的な不安定・
低賃金労働を創出・固定化する役割を雇用保険制度が果たしているのです。
完全失業者数に占める基本手当受給者の割合をみると、1975年の87％から
1995年に39.2％、2005年21.7％、2012年には19.3％と著しく低下しています。
基本手当のもっとも長い給付日数360日（年以上の被保険者期間のある
45〜65歳未満の就職困難者）を超える年以上の長期失業者は、107万人、
完全失業者の37.5％（2012年）を占めています。雇用保険制度の適用を受け
ていない労働者や長期失業者は、最終的な生活保障の仕組みである生活保護
制度を頼らざるを得ないのです
(10)
。
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②仕事による収入と預貯金の減少・喪失
生活保護受給者の増加がどのような理由によるものなのか、その特徴と変
化をみるために1997年と2011年の保護開始理由を世帯類型別に対比したのが
表です。厚生労働省の統計調査は保護開始理由を世帯につき項目に限
定しているという限界があります。しかし、理由は一つとは限りません。実
際には複数の理由が何重にもからみあっています。保護世帯がかかえている
くらしの面での困りごとや悩み・不安の一部分を切りとったものにすぎませ
ん。それを前提にして、保護開始理由の特徴と変化がどのようにあらわれて
いるかをみていくことにします。
保護開始世帯総数（各年
月現在）は、1997年の11,305世帯から2011年に
は1.8倍の20,521世帯に増えています。世帯類型別にみると、稼働年齢層
（30〜64歳）の多い「その他の世帯
(11)
」が907世帯から6,944世帯（7.7倍）に急
増していることが著しい特徴です。1997年に％であった保護開始世帯総数
に占める「その他の世帯」の割合が2011年には33.8％となり、「高齢者世帯」
（26.1％）や「傷病者世帯」（26.1％）を上まわりました。
保護開始世帯(総数)における開始理由の変化をみると、1997年以降の著し
い特徴は、「貯金等の減少・喪失」（7.6％→25.4％）と「働きによる収入の
減少・喪失」（9.3％→23.3％）が急増し、1997年に61.2％を占めていた「傷
病」が27.6％へと大幅に減少していることにあります。それは、「傷病」に
よる医療扶助の必要性が少なくなったことによるものではありません。医療
扶助を受けている被保護人員は増加傾向にあり、2011年の被保護人員（カ
月平均）2,067,244人のうち1,657,093人（80.2％）が医療扶助を受けている
ことからも明らかです。傷病にともなう生活困難に陥っても、「貯金等の減
少・喪失」という事態にまで至らなければ、保護を適用しないミーンズテス
トの厳しい現実があらわれているとみることができるでしょう。
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表 世帯類型別にみた保護開始の
保護開始の理由（1997年
月)保
護
開
始
総
数
そ
の
他
貯
金
等
の
減
少
・
喪
失
仕
送
り
の
減
少
・
喪
失
社
会
保
障
給
付
金
の
減
少
・
喪
失
働
き
に
よ
る
収
入
の
減
少
・
喪
失
働
い
て
い
た
者
の
離
別
等
働
い
て
い
た
者
の
死
亡
傷
病
に
よ
る
︵
総
数
︶
100.0
11,305
総 数
そ
の
他
の
働
き
に
よ
る
収
入
の
減
少
事
業
不
振
・
倒
産
老
齢
に
よ
る
収
入
の
減
少
定
年
・
失
業
世
帯
主
の
傷
病
36.5
896
100.0
2,457
高齢者世帯
13.5
1,525
7.6
854
2.1
242
0.9
104
2.8
312
0.4
44
3.7
421
2.4
269
9.3
1,046
5.0
570
0.4
48
59.5
6,724
61.2
6,916
20.4
195
21.8
209
100.0
958
母子世帯
8.4
207
19.7
484
4.4
107
2.4
60
3.9
97
0.8
19
16.6
409
3.9
95
25.2
620
2.9
71
0.5
12
35.7
876
0.05
3
79.7
5,230
80.5
5,280
100.0
6,561
傷病者世帯
7.4
71
8.7
83
3.7
35
8.5
81
0.3
3
4.0
38
12.7
122
43.3
415
2.4
23
1.9
8
62.1
262
64.7
273
100.0
422
障害者世帯
15.6
1,024
1.3
85
0.8
52
0.3
21
0.5
32
0.1
4
0.1
4
0.5
30
1.1
70
0.4
26
21.9
199
5.5
50
1.1
10
17.8
161
28.4
258
100.0
907
その他の世帯
8.1
34
9.7
41
5.0
21
2.4
10
4.0
17
0.9
4
3.3
14
8.3
35
20.8
189
17.8
161
3.0
27
1.4
13
9.4
85
1.5
14
0.9
8
10.1
92
(出所) 厚生労働省「福祉行政報告例」「社会福祉行政業務報告」により作成した。
世帯類型別に開始理由の変化をみると、「その他の世帯」では、1997年と
比べて「傷病」を理由とした受給は相対的に減少（258世帯、28.4％→1,081
世帯、16.5％）し、「定年・自己都合」や「勤務先都合（解雇等）」「その他
の働きによる収入の減少」など「働きによる収入の減少・喪失」による受給
（199世帯、21.9％→2,539世帯、36.6％）が急増しています。実に12倍を超
える増加です。その結果、「貯金等の減少・喪失」による受給が161世帯
（17.8％）から2,050世帯（29.5％）に増えています。また、「働いていた者
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保護開始の理由（2011年
月)保
護
開
始
総
数
社
会
保
障
給
付
金
の
減
少
・
喪
失
働
き
に
よ
る
収
入
の
減
少
・
喪
失
働
い
て
い
た
者
の
離
別
等
働
い
て
い
た
者
の
死
亡
要
介
護
状
態
急
迫
保
護
で
医
療
扶
助
単
給
傷
病
に
よ
る
︵
総
数
︶
そ
の
他
の
働
き
に
よ
る
収
入
の
減
少
事
業
不
振
・
倒
産
老
齢
に
よ
る
収
入
の
減
少
勤
務
先
都
合
︵
解
雇
等
︶
定
年
・
自
己
都
合
世
帯
主
の
傷
病
そ
の
他
貯
金
等
の
減
少
・
喪
失
仕
送
り
の
減
少
・
喪
失
1.2
238
4.7
965
3.8
781
6.1
1,252
23.3
4,780
4.1
847
0.4
79
0.6
125
5.2
1,077
26.2
5,383
27.6
5,657
100.0
20,521
15.9
852
2.0
106
3.2
170
26.5
1,422
2.2
117
0.4
22
1.8
94
3.6
191
15.1
811
15.8
850
100.0
5,366
8.4
1,729
25.4
5,222
3.5
718
1.4
287
7.5
1,544
2.4
42
4.5
79
17.2
299
25.7
447
0.7
12
0.2
3
0.7
12
17.0
296
17.7
308
100.0
1,738
8.9
479
33.1
1,778
5.9
317
1.8
96
4.1
218
1.4
76
2.6
140
8.2
441
1.4
76
0.2
9
0.2
11
15.1
808
53.7
2,873
54.9
2,938
100.0
5,350
8.5
147
25.1
437
3.3
57
0.9
16
10.0
174
0.2
4
7.0
79
3.6
40
0.3
3
0.5
6
0.4
5
41.5
466
42.7
480
100.0
1,123
4.7
251
12.5
671
2.0
106
0.7
39
3.4
180
0.4
19
0.4
20
1.5
82
2.4
167
0.5
33
0.2
11
0.9
61
13.5
937
15.6
1,081
100.0
6,944
12.1
136
25.5
286
5.4
61
2.4
27
2.8
32
0.5
6
0.5
6
1.2
14
1.9
21
10.3
716
29.5
2,050
2.5
177
1.6
109
13.5
940
1.9
133
1.3
87
7.7
537
12.1
842
36.6
2,539
理由（世帯数）の変化（1997年・2011年）
の離別等」が主な開始理由であった「母子世帯」においても、「貯金等の減
少・喪失」と「働きによる収入の減少・喪失」による受給が増えています。
65歳以上の「高齢者世帯」では、「貯金等の減少・喪失」（33.1％）が「働
きによる収入の減少・喪失」（26.5％）や「傷病」（15.8％）を上まわり保護
開始のもっとも大きな理由となっています。国民年金だけでなく低い年金額
の厚生年金受給者に生活保護受給世帯が広がっていることのあらわれと考え
られます。「傷病者世帯」の場合も、「貯金等の減少・喪失」を理由とした保
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護開始が1997年の1.3％から2011年には12.5％に増えています。傷病にくわ
えて「貯金等の減少・喪失」という丸裸同然の生活状態になって、ようやく
生活保護の受給が認められているのです。
「貯金等の減少・喪失」は、所得税・住民税や消費税などの税金や社会保
険料、家賃・住宅ローンや教育費、医療費、さらには水・光熱費や電話代な
ど切りつめることができない支出がかさみ、最低生活を維持するために不可
欠な水・光熱費や食費、交際費などを切りつめざるをえないきびしい生活実
態のあらわれです。生活を維持できない低賃金や低年金、住まい、世帯主や
家族の病気・事故、子育てや介護のこと、老後の不安などの生活困難・不安
と結びついています。これらの問題は、生活保護受給者に対する就労指導や
親族扶養の強化などによって対応できる課題ではありません。
③半失業者としての生活保護受給者
2011年「被保護者全国一斉調査・個別調査」（	月31日）により生活保護
世帯の就労状況を雇用形態別にみると（表）、世帯主あるいは世帯員が働
いている受給世帯は13.5％です。「母子世帯」（43.1％）と「その他の世帯」
（29.7％）の場合、就労している割合が高くなっています。しかし、その雇
用形態をみると、「正規の職員・従業員」は10％にも達していません。「母子
世帯」では、世帯主である母親がパートタイマー（54.0％）として働き、子
どものアルバイト（61.3％）によって生計を維持している姿がみられます。
母子世帯のかかえている生活問題の根底に、女性の不安定雇用と低賃金労働
の問題が横たわっていることを見逃してはなりません。
「その他の世帯」は、世帯主、世帯員ともにパートタイマーやアルバイト
という不安定な雇用形態が中心です。34.7％を占めている「その他」は、生
活扶助基準を下まわる賃金・所得しか得られない臨時・日雇や内職、自営
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表 雇用形態別にみた保護世帯の就労状況（2011年月31日現在)
総 数 母子世帯 傷病者世帯 その他の世帯
被保護世帯総数
世帯
1,472,230
％ 世帯
106,060
％ 世帯
296,310
％ 世帯
271,610
％
就労者のいる世帯数（％) 198,440 (13.5) 45,750 (43.1) 30,850 (10.4) 80,790 (29.7)
合
計
計
人
214,310
％
(100.0)
人
48,260
％
(100.0)
人
33,400
％
(100.0)
人
90,060
％
(100.0)
正規の職員･従業員 14,500 (6.8) 3,280 (6.8) 2,530 (7.6) 6,980 (7.8)
パ ー ト 80,510 (37.6) 26,050 (54.0) 9,970 (29.9) 32,930 (36.6)
アルバイト 31,460 (14.7) 6,130 (12.7) 5,640 (16.9) 14,870 (16.5)
派 遣 職 員 3,860 (1.8) 650 (1.3) 480 (1.4) 1,940 (2.2)
契約社員･委託 4,830 (2.3) 1,050 (2.2) 660 (2.0) 2,120 (2.4)
そ の 他 79,150 (36.9) 11,100 (23.0) 14,120 (42.3) 31,220 (34.7)
世
帯
主
計 163,560 (100.0) 43,640 (100.0) 18,860 (100.0) 67,860 (100.0)
正規の職員･従業員 10,450 (6.4) 3,210 (7.4) 1,010 (5.4) 5,060 (7.5)
パ ー ト 62,980 (38.5) 25,540 (58.5) 4,430 (23.5) 25,700 (37.9)
アルバイト 19,360 (11.8) 3,300 (7.6) 2,770 (14.7) 9,790 (14.4)
派 遣 職 員 3,230 (2.0) 590 (1.4) 270 (1.4) 1,650 (2.4)
契約社員･委託 3,940 (2.4) 1,030 (2.4) 360 (1.9) 1,730 (2.5)
そ の 他 63,600 (38.9) 9,970 (22.8) 10,020 (53.1) 23,930 (35.3)
世
帯
員
計 50,750 (100.0) 4,620 (100.0) 14,540 (100.0) 22,200 (100.0)
正規の職員･従業員 4,050 (8.0) 70 (1.5) 1,520 (10.5) 1,920 (8.6)
パ ー ト 17,530 (34.5) 510 (11.0) 5,540 (38.1) 7,230 (32.6)
アルバイト 12,100 (23.8) 2,830 (61.3) 2,870 (19.7) 5,080 (22.9)
派 遣 職 員 630 (1.2) 60 (1.3) 210 (1.4) 290 (1.3)
契約社員･委託 890 (1.8) 20 (0.4) 300 (2.1) 390 (1.8)
そ の 他 15,550 (30.6) 1,130 (24.5) 4,100 (28.2) 7,290 (32.8)
注) 就労の状況が有の者だけを集計対象とした。
(出所) 厚生労働省「被保護者全国一斉調査・個別調査」により作成した。
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業・家族従業者など不安定な就業・雇用形態であり、本質的には失業・半失
業者（＝「停滞的過剰人口」）にほかなりません。したがって、働いたなら
ば「人たるに値する」生活を営むことができる雇用・労働条件の最低限の確
保と雇用保障制度の確立がなければ、生活保護から社会的に自立していくこ
とは困難です。
世帯主が入院または在宅で治療中の「傷病者世帯」の場合、就労者のいる
世帯は10.4％にとどまっています。就労者のいる世帯では、世帯主は病気を
かかえながらパートタイマーやアルバイト、臨時・日雇・内職などの仕事に
従事しているのです。世帯員もパートタイマーやアルバイト、内職などが中
心です。「正規の職員・従業員」として働いている世帯員（10.5％）がみら
れますが、生活保護を受給せざるをえない低賃金にあることは言うまでもあ
りません。表には示していませんが、40歳以上になると「世帯主の傷病」に
よる保護受給が増えています。30〜59歳の保護開始前の医療保険加入状況
（保護開始人員、2011年）をみると、傷病手当金のない国民健康保険の加入
者が58.2％ともっとも多く、被用者保険への加入は5.6％にすぎません。医
療保険未加入者は、保護開始人員の人に人（25.3％）という割合になっ
ています。少なくとも傷病手当金のある健康保険をはじめ雇用保険や厚生年
金などの被用者保険制度が適用される仕事・雇用への「就労支援」でなけれ
ば、不安定就業や低賃金労働が長期化し、「貧困と傷病の悪循環」が繰り返
されることになります。
「改正」生活保護法とともに成立した生活困窮者自立支援法は、「中間的就
労」の名で「失業者を失業させておかない」労働力政策の一端を担わされる
危険性を有しています。1963〜64年の失業保険と生活保護の「適正化」政策
が、中高年齢者や女性の不安定雇用・低賃金労働を創出する「労働力流動化
政策」の一翼を担わされてきた歴史に学ぶことが重要ではないでしょうか。
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④「死」に直結している生活保護制度
保護の受給期間（2011年「被保護者全国一斉調査・個別調査」）を世帯類
型別にみると、「高齢者世帯」では「年以上」が62.5％に達しています。
「障害者世帯」も「年以上」（55.6％）が多数を占めています。他方、「母
子世帯」や「傷病者世帯」は「年〜年未満」と「年以上」に二極分解
しています。また「その他の世帯」の受給期間は、稼働年齢層が多いことを
反映して「年未満」（66.9％）が多くなっています。
1997年と2011年の保護廃止理由（表）の変化をみると、全体として「傷
病治癒」は18.8％（1,717世帯）から1.7％（238世帯）へと激減し、「死亡」
（18.2％→29.8％）と「働きによる収入の増加・取得」（11.4％→16.0％）が
増えていることが著しい特徴です。それは、1997年に保護廃止世帯総数の
55.9％を占めていた「傷病者世帯」が2011年に22.9％へと減少し、「高齢者
世帯」（34.6％）と「その他の世帯」（29.8％）が増えていることあらわれで
す。
「高齢者世帯」および「障害者世帯」では、「死亡」による廃止が増加し、
2011年にはそれぞれ59.9％、32.8％と高い比率を示しています。いったん保
護を受給すると、老齢年金や障害年金、医療保障などの改善がない限り長期
化・固定化し、最終的には死に至っているのです。また「傷病者世帯」も、
「傷病治癒」による廃止（29.4％→％）は減少し、「死亡」による廃止
（11.1％→22.3％）が増える傾向にあります。それに対して、稼働年齢層が
多い「母子世帯」と「その他の世帯」では、「働きによる収入の増加・取得」
による廃止が30％を超えています。「親類・縁者等の引取り」という個人的
な解決も母子世帯の特徴の一つです。「社会保障給付金の増加」による廃止
は、「障害者世帯」で10％程度みられる以外、主要な廃止理由にあがってい
ません。
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表 世帯類型別にみた保護廃止の理由
世
帯
主
廃止の理由（1997年）保
護
廃
止
総
数
そ
の
他
医
療
費
の
他
法
負
担
施
設
入
所
親
類
・
縁
者
等
の
引
取
り
仕
送
り
の
増
加
社
会
保
障
給
付
金
の
増
加
働
き
手
の
転
入
働
き
に
よ
る
収
入
の
増
加
・
取
得
失
そ
う
死
亡
傷
病
治
癒
18.2
1,662
18.5
1,692
18.8
1,717
100.0
9,136
総 数
1.8
41
7.1
160
42.7
966
7.0
158
7.1
160
100.0
2,263
高齢者世帯
22.0
2,008
0.5
47
3.6
329
3.6
326
1.4
127
4.4
398
1.3
120
11.4
1,041
14.9
1,361
2.6
16
8.3
51
43.6
267
2.6
16
0.7
4
1.5
9
1.6
10
100.0
612
母子世帯
12.8
289
0.8
19
12.4
281
6.6
149
2.2
50
5.4
123
1.1
25
1.7
88
0.7
34
2.9
150
0.5
27
7.9
404
19.7
1,005
11.1
566
29.1
1,488
29.4
1,502
100.0
5,109
傷病者世帯
28.4
174
0.2
1
0.8
5
8.2
50
2.9
18
2.5
10
4.3
17
4.0
16
2.8
11
14.3
57
1.8
7
13.8
55
6.8
27
22.6
90
5.3
21
5.3
21
100.0
398
障害者世帯
25.3
1,294
0.3
15
0.5
24
21.8
164
0.3
2
0.3
2
3.1
23
1.9
14
6.9
52
1.3
10
36.3
274
20.3
153
4.8
36
2.1
16
3.2
24
100.0
754
その他の
世帯
21.9
87
保護歴のある世帯が再び保護を受けるようになった割合は、2011年の場合、
13.8％、そのうち「年未満」が39.3％を占めています。保護を再受給する
ようになった主な理由は、「傷病」や「貯金等の減少・喪失」「働きによる収
入の減少・喪失」です。保護受給世帯の世帯規模は小さく単身世帯や人世
帯が約80％と大多数であり、新たな働き手のいる世帯は限られています。医
療扶助を併給している世帯が多いことにもあらわれているように、病気が治
癒していないうちに仕事につくとか、パートタイマーやアルバイトなどの不
安定な雇用形態で働いていたために保護廃止後も生活扶助基準並みの生活水
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（世帯数）の変化（1997年・2011年）
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の
他
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そ
の
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100.0
13,841
1.7
238
1.7
233
29.8
4,127
11.0
1,523
16.0
2,211
0.8
105
5.2
726
0.5
74
3.1
427
2.2
301
0.8
109
28.9
4,000
100.0
4,793
0.6
30
0.6
29
59.9
2,869
4.8
231
2.0
96
0.4
21
5.0
240
0.4
17
2.1
103
4.9
236
1.1
53
18.7
897
100.0
739
0.3
2
0.3
2
0.7
5
2.7
20
31.4
232
6.0
44
3.1
23
1.5
11
11.6
86
0.7
5
0.5
4
41.5
307
100.0
3,172
5.0
160
5.0
158
22.3
707
15.1
479
9.6
304
0.5
16
4.4
138
0.4
12
2.9
92
0.5
15
0.6
18
38.8
1,231
100.0
1,010
0.9
9
0.8
8
32.8
331
5.1
52
8.6
87
0.4
4
11.4
115
0.8
8
4.9
49
1.5
15
1.6
16
32.1
324
100.0
4,127
0.9
37
0.9
36
5.2
215
18.0
741
36.2
1,492
0.5
20
5.1
210
0.6
26
2.4
97
0.7
30
0.4
18
30.1
1,241
準におかれていたと考えられます。その結果、病気の悪化や失業、収入の減
少を理由として再び生活保護を受けざるをえない状況に追い込まれているの
です。したがって、2013年月から始まった生活扶助基準の切り下げや就労
指導の強化は、生活保護受給申請者や受給世帯をいっそう深刻な事態に追い
やることになると思われます。
最終的な生活保障の仕組みである生活保護制度の枠のなかだけで社会的な
自立をはかることは困難です。働いたならば本人と家族の生活を維持できる
雇用・労働条件の確保および労災や雇用、医療、年金などの社会保険への加
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入と給付内容・水準の改善・拡充、さらには公共的な住宅・医療などの生活
条件の整備が社会的自立にとって必要不可欠の条件です。
．生活扶助基準を基軸にした賃金統制のメカニズム
最低賃金制の肩代わり
（）地域別最低賃金額の目安としての生活扶助基準
生活保護制度による生活扶助基準は、つの意味で働く労働者の賃金決定
に大きな影響を与えています。三塚武男は、社会保障制度のなかで最終的な
生活保障の仕組みである生活保護制度の生活扶助基準が、①低賃金政策と結
びついて、社会保障制度の前提になる最低賃金法による地域別最低賃金額を
決定する目安として連動し、また②労働基本権を制限されている公務員の賃
金引き上げ率＝人事院勧告を規制するという「低福祉・低賃金
(12)
」政策の要
かなめ
と
しての役割を果たしている、と指摘しています。ここでは、まず生活扶助基
準が最低賃金の肩代わりをしている関係をみていくことにします。
2007年に改定された最低賃金法第
条は「通常の事業の賃金支払い能力」
を残し、あらたに「労働者の生計費を考慮するに当たつては、労働者が健康
で文化的な最低限度の生活を営むことができるよう、生活保護に係る施策と
の整合性に配慮する」という生活扶助基準との関係を法律上明文化しました。
確かに地域別最低賃金が生活扶助基準を下まわらない水準にする措置は必要
です。しかし、生活扶助基準を生計費原則の決定基準のつに組み入れる考
え方は二重の意味で正しくありません。なぜなら、生活保護制度は働いてい
る労働者の最低生活を保障する最低賃金制度の確立を前提にして成り立つ制
度であり、生活扶助基準にリンクして地域別最低賃金を決定するという考え
方は逆立ちしています。また、1970年以降の「審議会方式」（16条方式）に
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表 生活保護基準・失対賃金・常用労働者賃金・地域包括最賃の水準比較（月額）
(22日分)①
円
標準世帯
引上率(％)
人世帯③
円
人世帯②
円
常用労働者賃金地域最低賃金失対賃金生活保護基準
1975
17.675,670--13.022,134.8614.027,94121,0451970
％円％円％
70,3007.874,536.-8.6100,12475,0891980
14.4177,21316.048,37522.746,652.9823.560,18645,022
114,78085,6981982
6.0279,0966.574,8507.980,432.-8.7108,40381,3171981
6.2263,3867.0
297,2693.281,4003.487,846.-3.7118,84288,3141983
3.6288,7385.478,9005.684,942.-6.2
92,862.-2.9125,47192,7651985
4.4310,4633.183,9252.890,332.-2.9122,18890,5781984
3.0
4.5317,0913.686,9502.8
注．生活保護基準は生活扶助＋住宅扶助＋基礎控除、級地。
人世帯は男64歳・日雇の世帯、人世帯は男64歳・日雇、女63歳・無職からなる世帯。
．常用労働者は労働省「毎月勤労統計」各年（従業員30人以上、産業調査計）
．地域最賃は全国加重平均。（1975年のみ中位数。日数×25で月額計算）
．失対賃金は全国平均額、年度当初額。
〈出所〉 全日自労建設一般調査部資料による。
(出典) 小越洋之助(1987)『日本最低賃金制度史研究』梓出版、pp.423-424にもとづき作成した。なお、
常用労働者賃金の1981、83年の数値は訂正、85年の地域最低賃金額はあらたに追加した。
よる地域別最低賃金は、生活扶助基準に連動した失対賃金の最低限（Ｃ−
）を上限として設定・決定されてきた歴史的事実があります。その結果、
地域別最低賃金額は生活扶助基準を下まわってきたのです。
表
(13)
に1970年から1985年までの生活扶助基準額と失対賃金
(14)
および地域別最
低賃金の推移を示しています。「家族生計費の主要部分を担当」する失対労
働者の賃金は、人世帯の生活扶助基準（64歳日雇）に近づき
(15)
、地域別最低
賃金額はつねに失対賃金額を下まわる水準に抑えられていました。働き盛り
の20〜40歳の生活扶助基準と比較すると、地域別最低賃金との格差はより大
きくなります。労働省の行政指導による失対賃金の最低限を上限とした地域
別最低賃金の矛盾は、1975年の国民春闘の重点課題としてたたかわれた最低
賃金闘争によって明らかになりました。1975年に大阪では失対賃金の最低額
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表 生活扶助基準ならびに各種
1975年 1980年 1985年 1990年 1995年 2000年 2001年 2002年
生活扶助基準の
対前年増減率（％)
23.5 8.6 2.9 3.1 1.0 0.1 0.0 0.0
生活扶助基準（Ａ）
20〜40歳男子・
最低生活費（級地）
34,250 57,420 70,990 84,290 93,470 97,320 97,320 97,320
高卒女子初任給（千円） 66.3 88.3 106.2 126.0 144.7 147.6 148.7 148.8
地
域
最
低
賃
金
平均改定率 16.0 7.04 3.6 4.8 1.02 0.82 0.68 0.00
最高額（円）
2, 064 2,991 3,691 4,357 5,144 5,559 5,597 708
(41,280) (59,820) (73,820) (87,140) (102,880) (111,180) (111,940) (113,280)
1,650 2,541 3,155 3,737 4,424 4,795 4,828
最低額（円）
604
(36,300) (50,820) (63,100) (74,740) (88,480) (95,900) (96,560) (96,640)
人事院勧告（改定率） 10.85 4.61 5.74 3.67 0.90 0.12 0.08 -2.03
国家公務員初任給
(一般職・高卒)(円) (Ｂ)
66,000 82,000 95,500 117,300 137,900 141,900 141,900 139,500
Ａ/Ｂ（％） 0.52 0.70 0.74 0.72 0.68 0.69 0.69 0.70
標準生計費
（人）（円）（全国）
47,130 68,240 86,880 97,990 108,140 110,620 123,690 121,680
春季賃金引き上げ率
（民間企業）
13.1 6.74 5.03 5.94 2.83 2.06 2.01 1.66
(注) 地域最低賃金の（ ）は平均出勤日数である月20日で計算した金額。2002年以降は時間給×時間×20日
で計算。
生活扶助基準による最低生活費は、級地の生活扶助（第類＋第類）と住宅扶助の合計金額である。
なお、住宅扶助には特別基準がある。最低生活費に勤労控除などの控除や各種加算等は含んでいない。
(出所) 高卒女子初任給は「賃金構造基本調査」、標準生計費は「人事院月報」（各年
月号）による。
春期賃金引き上げ率は厚生労働省「民間主要企業春季賃上げ要求・妥結状況」による。
地域最低賃金は厚生労働省「最低賃金決定要覧」による。
を円上まわる2,064円が、埼玉県では68円上まわる1,980円が決定されます。
しかし、野党党による最低賃金法案の共同提案（1975年）や全国一律最低
賃金制の確立を掲げた労働組合の最低賃金闘争に対する政府の対応は、1978
年以後「地域別最低賃金の全国的整合性を図るため、中央最低賃金審議会
(16)
が、
毎年、地域別最低賃金額改定の『目安』を作成し、地方最低賃金審議会へ提
示する」という内容で、生活扶助基準額を目安にした「最賃制と社会保障の
逆連動
(17)
」を転換するまでには至りませんでした。
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賃金の対前年引き上げ率の推移
153.6
96,700
0.0
2012年
0.0-0.2-0.9
2010年2009年2008年2007年2006年2005年2004年2003年
(136,000)
850
1.63
96,70096,70096,70096,70096,70096,70096,40096,570
0.00.00.00.00.0
0.0
(104,480)
653
2.080.750.450.150.15
153.2153.0154.3150.8149.4148.0147.2147.0
1.78
117,540
0.69
140,100
(113,280)
821791766739719714710708
2.381.422.33
0.0
2011年
629627618610608606605
(131,360)(126,560)(122,560)(118,240)(115,040)(114,240)(113,600)
837
0.96
151.8
96,700
-0.360.0-1.07
(102,720)(100,640)(100,320)(98,880)(97,600)(97,280)(96,960)(96,800)
642
(103,200)
645
(133,920)
140,100140,100140,100140,100138,400138,400138,800138,800
-0.19-0.220.00.350.0
0.69
140,100
-0.23
98,27097,900129,650129,900122,120
0.690.690.690.690.700.700.690.70
1.83
117,390
1.821.831.991.871.791.711.671.63
123,360126,25099,730
表は1975年以降における20歳人世帯（級地）の最低生活費（第
類・第類・一般基準の住宅扶助）と地域別最低賃金の推移を示しています。
生活扶助基準を下まわる地域別最低賃金額の決定はいまも続いています。
1995年以降、生活扶助基準は1954年から1957年の年半余りの据置とは比較
にならない長期にわたる据置と切り下げという状況にあります。生活扶助基
準にリンクした改定では、地域別最低賃金を生活扶助基準並みに固定化する
ものでしかありません。社会保障制度のなかで最終的な生活保障の仕組みで
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ある生活保護制度の基準を目安にして労働者の賃金の最低限を決定するとい
う考え方に追い込まれているところに最大の問題点があります。
高野史郎は「一般に賃金と保護基準（最低生活費）の関係は、賃労働制の
もとでは、ナショナルミニマムの規制をうけるが、わが国では、逆に保護基
準がナショナルミニマムをきめる『機能』をもっている。このために、保護
基準以下の賃率が存在することを容認する結果となっている。しかし、より
重要なことは、保護基準そのものは決して、ナショナルミニマムの代替物と
はいえない水準にあること
(18)
」であると述べています。
表に示した2012年月の20歳人世帯（級地）の最低生活費は、勤
労控除と冬期加算、期末一時扶助費および住宅扶助の特別基準（東京）を適
用すると147,569円になり、地域別最低賃金（最高額）を上まわります。し
かし、生活扶助基準の第一類をすべて食費に使ったとして、日1,342円で
す。これは東日本大震災における災害救助法による避難所の人日当たり
の食費1,500円以内（特別基準）をも下まわる金額です。政府が試算してい
る生活保護の基準
(19)
を下まわる地域別最低賃金とは、「173.8時間労働×最低賃
金額×0.847（税・社会保険料を考慮した可処分所得の総所得に対する比
率）」（2012年度）という計算式にもとづいており、年間2000時間を超える労
働時間を前提にしている
(20)
など大きな問題点を含んでいます。2002年から地域
別最低賃金の設定を時間額表示に切り替えたことは、最低賃金制の生計費原
則をいっそう後退させたと言えるでしょう。
なぜ「賃金より生活保護水準が高いのだろうか」について、下山房雄は
「一つは、『朝日訴訟』のたたかいなど貧困層の運動の展開が原因していよう。
だが他方、国民経済的＝資本家経済的に考えれば、最賃制で賃金の底上げを
行なって生活問題を解決するよりも扶助でやった方が安上がりだということ
があるように思う。賃金だと全部上げなければならないが、扶助なら生活危
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機の激化した世帯であえて扶助を求めて窓口に来るケースだけをおさえれば
よいのだし、また行政的にしめて申請を可及的に却下してもよい
(21)
」と指摘し
ています。生活扶助基準にリンクした地域別最低賃金は、生活扶助基準並み
の低賃金で働かざるをえない労働者を大量に生みだし固定化する役割を果た
しています。国税庁「民間給与実態調査」（表）により、賞与・手当を含
む2012年の平均給与額（年を通じて勤務した給与所得者の年収）をみると、
1997年の467.3万円から408万円へ約60万円下がっています。男性の平均は
502.0万円（非正規222.5万円）、500万円以下が60.9％を占めています。また、
女性の平均給与額は267.8万円（非正規143.6万円）、300万円以下が65.9％に
達しています。平均給与以下の賃金で働いている労働者が60％を超えている
ところに、貧困・低所得問題の深刻さがあらわれています。
1971年の ILO135号勧告（「最低賃金決定勧告」）は、最低賃金の水準を決
定するにあたり、考慮を払うべき基準として、「⒜労働者及びその家族の必
要、⒝国内の賃金の一般的水準、⒞生計費及びその変動、⒟社会保障給付、
⒠他の社会的集団の相対的な生活水準、⒡経済的要素（経済開発上の要請、
生産性の水準並びに高水準の雇用を達成し及び維持することの望ましさを含
む）」をあげています。「企業の支払い能力」は、最低賃金水準決定の基準に
はなっていません
(22)
。社会保険における最低生活保障は、労働者家族の生活の
必要・生計費および組織された労働者の賃金水準にもとづく本格的な最低賃
金制度の確立があって成り立つのです。
あまり知られていませんが、全国に適用される「船員の最低賃金」（国土
交通省）があります。2001年に発効した「海上旅客運送業」の近海、沿岸区
域の船舶の場合、船員中央労働委員会（現在は中央労働委員会）の諮問をへ
て、職員238,300円、事務部職員184,200円、部員177,500円と決定されてい
ます。その基礎には、産業別の全日本海員組合と船主団体との交渉にもとづ
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表 平均給与（年収）別にみた性別給与所得者構成とその変化（1997年：2012年)
（年を通じて勤務した給与所得者）
1997年 2012年
総数 男 女 総数 男 女
千人 (％) 千人 (％) 千人 (％) 千人 (％) 千人 (％) 千人 (％)
合 計 45,263 100.0 28,602 100.0 16,661 100.0 45,556 100.0 27,262 100.0 18,294 100.0
100万円以下 3,325 7.3 686 2.4 2,639 15.8 3,935 8.6 862 3.2 3,073 16.8
100万円超〜200万円以下 4,816 10.6 1,178 4.1 3,638 21.8 6,965 15.3 2,078 7.6 4,887 26.7
200万円超〜300万円以下 6,432 14.2 2,311 8.1 4,122 24.7 7,796 17.1 3,692 13.5 4,105 22.4
300万円超〜400万円以下 7,727 17.1 4,504 15.7 3,223 19.3 8,186 18.0 5,238 19.2 2,948 16.1
400万円超〜500万円以下 6,650 14.7 5,176 18.1 1,474 8.8 6,335 13.9 4,757 17.4 1,578 8.6
500万円超〜600万円以下 4,974 11.0 4,253 14.9 721 4.3 4,276 9.4 3,460 12.7 816 4.5
600万円超〜800万円以下 5,906 13.0 5,379 15.9 527 3.2 4,416 9.7 3,843 14.1 573 3.1
800万超 5,435 12.0 5,116 17.9 319 1.9 3,646 8.0 3,333 12.2 314 1.8
平均給与(万円） 467.3 577.0 278.9 408.0 502.0 267.8
注：平均給与は給料・手当と賞与の合計額。
出所：国税庁「民間給与実態統計調査」
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く労働協約の締結があります。低賃金を排除するための最低賃金の決定にあ
たって参照しなければならない基準は、労使対等の立場で交渉し決定した賃
金です。労働組合が企業別に分断され統一した取り組みが妨げられている現
状では困難をともないますが、生活扶助基準を地域別最低賃金の決定基準に
組み入れた現行最低賃金制の転換をはかる手がかりになるのではないでしょ
うか。
（）人事院勧告と春季賃上げ率を規制
人事院勧告制度は、1948年のマッカーサー書簡にもとづく「政令201号」
によって官公労働者の団体交渉権と労働争議権を剝奪・制限し、そのもとで
人事院が「公民比較」や「標準生計費」の算定をもとに国家公務員の賃金を
勧告する制度です。その影響は、地方公務員や地方公共企業体等労働者をは
じめ私立病院、私立学校、民間社会福祉施設など広範囲にわたっています。
人事院勧告（毎年8月）は、1960年以降、国家公務員の賃金を決定するだけ
でなく、翌
・
年
・
の
・
公共企業体等労働委員会（公労委）および中央労働委員会
（中労委）の裁定にリンクして民間企業の「春闘相場」を規制し、賃金の上
限を抑制する賃金統制機構として機能してきました。「人事院勧告―→翌年
の公労委・中労委の裁定―→春闘相場」という連動関係です。
人事院勧告を通じた賃金統制は、その時々の労使の力関係のあり方によっ
て変化しています（表	）。安保闘争や三池争議、朝日訴訟運動、公務員共
闘会議の結成（1959年）など社会・労働運動が高揚した1960年の人事院勧告
は10％を上まわりました。64年に「民間準拠」方式の明確化や賃金の比較企
業規模を50人以上規模から100人以上に引き上げるなど春闘相場を反映する
措置がとられ、1970年代前半には春闘並みの勧告が行われるようになりまし
た。オイルショック後の狂乱物価のもとでたたかわれた1974年春闘では
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表	 労働組合の組織・活動状況と春闘・人事院勧告・地域最低賃金・生活扶助基準の
推移（増減率)
生活扶
助基準
地域最
低賃金
(加重平均)
人事院勧告
春季賃
上げ率
(％)
半日以上の同盟罷業
・工場閉鎖
推定組
織率
(％)
労働組合
員数(人)
(月)
雇用者数
(万人)
（月)
年次
1992 5,139 12,540,691 24.4 263 109
12.408.74,9129181,06332.27,661,5682,3821960
対前年
増減率
(％)
引上率
(％)
対前年
増減率
％
労働損
失日数
(千日)
行為参
加人員
(千人)
件数
(件)
231
11,797,5703,3831971
14.012.6718.53,9151,7202,26035.411,604,7703,2771970
2.9
15.35,1471,5442,49834.311,888,5923,4691972
14.011.7416.96,0291,8962,52734.8
3,6761974
14.015.3920.14,6042,2353,32633.112,097,8483,6591973
14.010.68
8,0162,7322,73234.412,590,4003,6621975
20.029.6432.99,6633,6215,21133.912,461,799
1981
8.67.044.616.741,0015631,13330.812,369,2624,0121980
23.516.010.8513.1
21694430.512,525,5294,1021982
8.76.475.237.6855424795030.812,471,2704,055
3.73.202.02(6.47)4.4050722489329.712,519,5304,2091983
6.25.41未実施(4.85)7.01538
62728.912,417,5274,3011985
2.93.103.37(6.44)4.4635415559629.112,463,7554,2821984
3.022.314.5525311862028.212,342,8534,3831986
2.93.605.745.03264123
26.812,227,2234,5651988
1.72.201.473.5625610147427.612,271,9094,4481987
2.0
3.115.172208636225.912,227,0734,7211989
1.43.002.354.4317475498
12,396,5925,0621991
3.14.813.675.941458428425.212,264,5094,8751990
4.24.03
3.44.963.715.65965331024.5
4.95 2.87 4.24 3.1
1993 5,233 12,663,484 24.2 252 64 116 3.89 1.92 3.11 2.2
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2.83 0.90 2.29 1.0
1996 5,367 12,451,149 23.2 193 23 43 2.86 0.95 2.03 0.7
1997
2013 5,571 9,874,895 17.7 38 1 4 1.80 0 2.00 -3.3
5,435 12,284,721 22.6 178 47 110 2.90 1.02 2.22 2.2
1998 5,391 12,092,879 22.4 145 26 102 2.66 0.76 1.81 0.9
1999 5,321 11,824,593 22.2 154 26 87 2.21 0.28 0.89 0.3
2000 5,379 11,538,557 21.5 118 15 35 2.06 0.12 0.82 0.1
2001 5,413 11,212,108 20.7 90 12 29 2.01 0.08 0.68 0
2002 5,348 10,800,608 20.2 74 7 12 1.66 -2.03 0.00 0
2003 5,373 10,531,329 19.6 47 4 7 1.63 -1.07 0.15 -0.9
2004 5,371 10,309,413 19.2 51 7 10 1.67 0 0.15 -0.2
2005 5,416 10,138,150 18.7 50 4 6 1.71 -0.36 0.45 0
2006 5,517 10,040,580 18.2 46 6 8 1.79 0 0.75 0
2007 5,565 10,079,614 18.1 54 21 33 1.87 0.35 2.08 0
2008 5,565 10,064,823 18.1 52 8 11 1.99 0 2.33 0
2009 5,455 10,077,506 18.5 48 4 7 1.83 -0.22 1.42 0
2010 5,447 10,053,624 18.5 38 2 23 1.82 -0.19 2.38 0
2011 5,448 9,960,609 18.1 28 2 4 1.83 -0.23 0.96 0
2012 5,528 9,892,284 17.9 38 1 4 1.78 0 1.60 0
1994 5,279 12,698,847 24.1 230 49 85 3.13 1.18 2.43 1.6
1995 5,309 12,613,582 23.8 209 38 77
資料出所：推定組織率は、1960〜82年は「労働組合基本調査」、1983年以降は「労働組合基礎調査」。労働争
議は「労働争議統計調査」。
注① 推定組織率は労働組合員数（単一労働組合）を雇用者数（総務省統計局「労働力調査」各年月分）
で除して算出したもの。
② 2011年の雇用者数及び推定組織率は、2012年月に総務省統計局から公表された「労働力調査におけ
る東日本大震災に伴う補完推計」の2011年月分の推計値及びその数値を用いて計算した値である。
時系列比較の際は注意を要する。
③ 1982〜84年の人事院勧告欄（ ）は人事院が勧告した改定率である。この年間、勧告通りの改定は
実施されなかった。
④ 2013年度の生活扶助基準（69次）は月日改定による。世帯員の年齢や世帯人員、居住地域によっ
て改定率は異なる。
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32.9％という史上最高の大幅賃金引き上げが実現しています。人事院勧告に
よる公務員賃金（29.64％）や生活扶助基準（20.0％）も大幅に引き上げら
れています。
しかし、「雇用か賃金か」で争われた1975年以降、「春闘―→人事院勧告」
の関係は逆転し、1982〜84年における人事院勧告の未実施・値切り実施によ
って賃金統制機構としての本質があらわになります。1980年以降の労働組合
の組織・活動状況と春闘・人事院勧告・地域最低賃金・生活扶助基準の推移
（表	）をみると、「日本型福祉社会の建設」を理念に掲げた「臨調行革」が
スタートした1981年以降、労働組合のストライキ（半日以上のスト）は激減
しています。85年には81年の労働損失日数（554千日）からさらに半減（264
千日）しています。国鉄の分割民営化（1987年）とナショナルセンターの再
編成（1989年）を大きな転機として労働組合活動の停滞がますます顕著にな
り、2001年以降わが国は実質的に「ストなし国」となっています。1965年以
降1,000万人を超えていた労働組合員数は900万人台（2011年）に減少、組織
率も1970年の35.4％から2012年の17.9％へと大幅に低下しています。不安定
な雇用形態におかれている女性労働者の組織率が70年の29.4％が2011年に
12.6％へと減少していることも、この間の特徴です。
こうした労働組合活動の停滞のもとで、1995年以降、生活扶助基準は％
未満の改定率に据え置かれ、人事院勧告と春季賃上げ率は生活扶助基準の改
定率並みに抑えられています。民間企業の春季賃上げ率には定期昇給分が含
まれているため、それらを差し引くと実質的なベースアップはほとんどあり
ません。前述した1997年以降の平均給与額（「民間給与実態調査」結果）の
減少はそのあらわれです。さらに構造改革が強行された2001年以降、戦後初
めての生活扶助基準の切り下げ（03、04、13年）と老齢加算（05年）および
母子加算（07年）の減額・段階的廃止
(23)
など実質的な切り下げが常態化します。
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人事院勧告（02、03、05、09、10、11年）も引き下げが相次ぎます。2006年
には、人事院勧告における賃金の比較企業規模100人以上が1964年以前の50
人以上へと引き下げられます
(24)
。月に厚生労働大臣が決定する生活扶助基準
の増
・
減
・
率
・
を目安として、月に人事院勧告による公務員賃金の改定率が決定
され、翌年の民間企業における賃金改定率を規制する仕組みが再編・強化さ
れたとみることができるでしょう。
国家公務員の人事院勧告 翌年の民間企業の賃上げ率
（月） （〜月）
生活扶助基準
（月改定）
地域最低賃金額
（
〜10月）
生活扶助基準と人事院勧告との関連をどう考えるか、意見の分かれるとこ
ろですが、表により1995年以降の20〜40歳の生活扶助基準額（第1類＋第2
類＋住宅扶助の一般基準）と国家公務員（行政職俸給表一）の初任給（一般
職・高卒）の関係をみると、生活扶助基準額は18歳の国家公務員の初任給の
67.8〜69.0％という水準で推移しています。人事院が「国民一般の標準的な
生活の水準」を求めるために算定している18〜24歳の単身勤労世帯の「標準
生計費
(25)
」は、生活扶助基準に勤労控除を加えた金額に等しい水準です。小川
政亮はすでに1963年の論文
(26)
で「全国で一千万人といわれるボーダーライン層
の生活水準の約一・七倍のところに公務員労働者の賃金算定の基礎である独
身一八歳の生計費が位置づけられ」「公務員労働者の六割のところに生活保
護基準が出されている」という岩淵誠一の見解を紹介しています。生活扶助
基準と人事院が算定している標準生計費の基本的な関係は変わっていないと
みることができるでしょう。
生活扶助基準は「国の財政事情、国民の一般的生活水準、都市農村の生活
｢低福祉・低賃金」政策の基軸としての生活扶助基準（安井) 31
格差、低所得世帯の生活程度と存在量、保護生活水準に関する国民感情、予
算配分事情など」を考慮して、厚生労働大臣がその裁量によって決定してい
ます。国会の議決を必要とするものではなく、生活保護受給者や労働者の声
を反映する仕組みはありません。国家公務員給与は国家機関である人事院が
決定する仕組みであり、「労働条件は、労働者と使用者が、対等の立場にお
いて決定すべきもの」という労働基準法第条の原則に反しています。また、
地域別最低賃金は、厚生労働大臣・都道府県労働局長が中央最低賃金審議
会・地方最低賃金審議会の調査審議を求め、その意見を聴いて決定する「職
権方式」であり、最低賃金審議会は労使交渉にもとづく決定機関ではありま
せん。
ILO理事会は、2002年に「結社の自由委員会第329次報告」を採択し、87
号、98号条約に違反している日本の公務員制度の改革を日本政府に勧告しま
した。この勧告をうけて、政府は2008年の国家公務員制度改革基本法によっ
て人事院勧告制度を廃止し「自律的労使関係（団体交渉、団体協約等に関す
る制度の確立）を措置する」方向を打ち出しましたが、労使の合意には達し
ていません。国家公務員法の改正による人事院制度の改革にとどまらず、生
活扶助基準や最低賃金など労働者・住民の最低生活保障水準を決める決定機
構の改革こそ、いま改めて問い直さなければならない課題ではないでしょう
か。
．社会保障の給付内容・水準を規制する生活扶助基準
（）社会保険給付（短期給付）における最低生活保障
わが国の社会保険制度による所得保障は、働いているときの平均賃金（労
働基準法第12条）を算定基礎にしています。たとえば、労災保険の休業補償
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給付は給付基礎日額（平均賃金相当額）の80％（休業特別支給金を含む）、
雇用保険による基本手当（日額）は賃金日額（賞与等を除く）の80〜50％
（60歳以上65歳未満の者は80〜45％）、健康保険の傷病手当金や出産手当金は
標準報酬日額の2/3相当額と定めています。老齢厚生年金や労災保険の障害
補償年金などの長期給付の算定基礎も基本は賃金です。したがって、働いて
いるときの賃金が低いと社会保険給付は低くならざるをえません。社会保障
制度審議会は1962年勧告において、「最低生活水準と関連づけられて考えら
れるような本格的な最低賃金制度が樹立されていないけれども、その確立は
福祉国家として絶対的要請である」と強調していましたが、本格的な最低賃
金制度は現在も確立していません。
「労働者及びその家族の必要」を保障する社会保障給付の基礎としての最
低賃金制という考え方が乏しいために、給付の算定基礎である給付基礎日額
や賃金日額、標準報酬月額（日額）の最低限は制度によって異なっています。
たとえば、すべての労働者に適用される労災保険の給付基礎日額は、65歳以
上の3,930円（2013年月日現在）が下限
(27)
です。1週間の所定労働時間が20
時間以上で31日以上の雇用見込みのある労働者を適用対象にした雇用保険の
賃金日額の下限は2,310円、週30時間以上の労働者に適用される健康保険
の標準報酬月額の下限は58,000円（日額1,930円）に設定されています。雇
用保険による基本手当日額の下限額（賃金日額の80％支給）は1,848円
（2013年月日現在）、週間ごとに支給される28日分で51,744円
(28)
にすぎま
せん。それは、65歳以上労働者の労災保険による休業補償給付（給付基礎日
額の80％相当額）88,032円（28日分）を下まわる金額です。健康保険の傷病
手当金（標準報酬の2/3）は、雇用保険の基本手当日額の下限額をも下まわ
る水準です。傷病手当金や失業保険金などの社会保険給付は少なくとも「生
活保護基準を上回るかあるいはそれと同程度のものでなければならない」
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（1962年社会保障制度審議会勧告）にもかかわらず、現実には生活扶助基準
を下まわる事態も生じています。
そればかりか、人未満の零細事業所や派遣社員・契約社員など不安定な
雇用形態で働いている場合、雇用保険が適用されなかったり企業・資本の保
険料拠出のない国民健康保険が適用されています。国民健康保険の被保険者
の35.8％（後期高齢者医療制度発足以前は25％前後）は労働者です（2011年
「国民健康保険実態調査」）。同じ労働者でありながら傷病手当金や出産手当
金などの支給はなく、労働者としての権利をみとめない差別的な扱いです。
国民健康保険の労働者への適用は、企業・資本の保険料負担を軽減し、労働
者・住民に転嫁する仕組みにほかなりません。
（）年金や社会手当の算定基準
「わが国の社会保障制度は、労働者の最低賃金制を確立して、それを基準
とすることには、未だに到達しておらず、かえって、被保護者の最低生活水
準を定める保護基準が社会保険の年金給付額に影響を与えている
(29)
」という角
田豊の指摘は現在も当てはまります。すでに1954年の厚生年金保険法の全面
改正により設けられた老齢年金の定額部分（年24,000円）は当時の単身老人
の生活扶助基準月額約2,000円を算定根拠にしていました。1959年の国民年
金法による拠出制国民年金や無拠出制福祉年金も生活扶助基準にもとづいて
います。25〜40年の拠出を要件として65歳から月額2,000〜3,500円を支給す
る老齢年金の最低額2,000円は、生活保護の4級地における60歳以上の老人の
ヵ月の基準額から家族単位の生活を前提とする家計内の共通費用分
（25％）を差し引いて算出したといわれています。月1,000円の老齢福祉年金
および母子福祉年金は、生活扶助基準では不足する「特別需要」に対する加
算措置（「老齢加算」「母子加算」）と同額です。障害福祉年金月1,500円（
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級のみ）は「老齢福祉年金の額に厚生年金保険における障害等級級の場合
の介護料1,000円の半分を加えたもの
(30)
」でした。1965年の厚生年金保険と66
年の国民年金の改正による「夫婦で一万円年金
(31)
」も生活扶助基準を目安にし
ていました。
1985年の大改定によって導入された「基礎年金」の月額万円は、「老後
の生活の基礎的部分を保障するような水準」という考え方を基本にして、生
活扶助の基準が「単身者人、それから老人夫婦の場合の分の相当額、
そういったものも万円前後の金額になっておりますので、そういったもの
も十分見て万円という金額に基礎年金の水準を決めた」という経緯があり
ます。「40年で月額万円」は、1984年の価格で25年拠出の場合で月額約
万円（48,050円）であった老齢給付の水準が、改正後は40年間拠出で万円
に引き下げられた
(32)
のです。この老齢基礎年金をベースにして、障害基礎年金
（級は老齢基礎年金の1.25倍）や遺族基礎年金も決定されています。これ
以降、年ごとの年金財政再計算によって保険料が毎年のように引き上げら
れ、支給年金額は2004年に導入された「マクロ経済スライド」方式にもとづ
いて据置・引き下げられてきました。2013年10月からの基礎年金月額64,875
円（2015年月に63,866円）は、40年拠出で60〜69歳の生活扶助基準（級
地、第類＋第類）の水準です。
1952年の ILO102号条約（「社会保障最低基準条約」）は、「標準受給者」
として「妻及び二子を有する男子」を設定し、「普通成年男子労働者の賃金
の額と標準受給者と同一の家族的責任を有する保護対象者に支給される家族
手当の額との合計額」（66条）により「定期的支払金
(33)
」を算定するよう定め
ています。ところが、わが国の社会保険制度による所得保障は、労働者とそ
の家族の生活保障という考え方が欠落しています
(34)
。1963年の法改正によって
失業保険制度に設けられた扶養家族（生計を維持されている配偶者と18歳未
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満の子）にたいする扶養加算は、雇用保険制度のもとで廃止されました。
児童手当をはじめとする各種手当制度も生活扶助基準にリンクしています。
児童手当は、生活保護制度の児童養育加算と同額です。生別母子世帯の児童
を対象にした児童扶養手当（1961年）は、1972年に母子福祉年金（対象：死
別母子世帯）と同額（4,300円）になり、現在全額支給の場合月額41,430円
となっています。父子家庭にも支給する改善がなされましたが、収入130万
円以上から365万円未満という厳しい所得制限があり減額措置が組み込まれ
ています。特別児童扶養手当は、生活保護制度の児童養育加算に障害者加算
を加えた額を基本に物価変動に応じて改定されています。級（50,400円）
は、級（33,570円）の約1.5倍です。また、特別障害者手当（26,260円）
は障害者加算の「介護料の加算額」（14,280円）と「家族介護の場合」
（11,980円）の合計額に等しく、障害児福祉手当は障害者加算の「介護料の
加算額」（14,280円）と同額です。年金制度や社会手当制度の給付額が、最
終的な生活保障の仕組みである生活保護制度の基準を算定基礎にしていると
いう逆立ちした関係になっているため、低い水準に抑えられている
(35)
のです。
（）社会福祉サービスの水準と費用負担の基準
生活扶助基準は、所得税や住民税の課税最低限の算定基礎として、あるい
は公営住宅の入居基準や国民健康保険、国民年金、介護保険、後期高齢者医
療制度の保険料減免、社会福祉施設・サービスの費用徴収の基準、さらには
生活福祉資金や就学援助制度、奨学金制度などの基準や目安として大きな影
響力をもっています。厚生労働省が生活扶助基準の引き下げにともなう他制
度に生じる影響として約40項目をリストアップしていることからも明らかで
す。同時に、「保護基準以上の保障や福祉の給付・サービスを期待したり要
求するのであれば相応の負担をせよ（高福祉・高負担）。あるいは社会福
36 ｢低福祉・低賃金」政策の基軸としての生活扶助基準（安井)
祉施設・サービスを利用する場合、保護基準以上の所得のある者は応分の負
担（受益者負担）ということで、国の生存権保障責任と必要な費用負担を
自治体に、さらには労働者・地域住民の自助努力と負担に肩代わりさせる
(36)
」
政策として、「福祉サービスの産業化」を推進する役割を担ってきました。
社会保障構造改革の第一歩である介護保険制度の14年間は、そうした政策の
実態を端的に示しています。
それだけでなく、社会福祉施設・サービスの内容・水準およびサービスの
担い手である職員の雇用・労働条件とも深いかかわりをもっています。戦後、
社会福祉施設のサービス内容・水準を規定してきた措置（費）制度は、生活
保障の側面からみると、憲法25条の生存権規定にもとづく最低生活を保障す
る行政の措置責任、必要とする費用の公費負担、民間委託をする場合の最低
基準を保障する仕組みです。この措置制度によって社会福祉施設は「くらし
をまもる最後のより所」としての役割を果たしてきたと言っても過言ではあ
りません。しかし、より本質的には、民間委託を通して社会福祉における
「国の責任と費用負担を最終的に住民に転嫁するメカニズム
(37)
」として機能し、
民間施設はその末端に位置づけられてきました。それは、1980年以降に増加
した老人福祉施設や障害者施設のほとんどが民営施設であることにも鋭くあ
らわれています。また、施設・サービスは、対象者の属性によって細分化さ
れた個別給付中心で家族の生活保障という視点は欠落しています。年金・手
当などの所得保障から切り離され社会保障の一環としての位置づけも曖昧で
す。
生活扶助基準を算定基礎にした措置費は、「施設最低基準」「職員定数」と
結びついて、一方で利用者にたいする施設サービスの内容・水準を、他方で
はサービスの直接的な担い手である職員の雇用・労働条件を規定してきまし
た。施設最低基準・職員定数は、1948年の児童福祉施設最低基準に始まりま
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すが、公務員の労働基本権の制限と人事院による賃金統制を前提にして設け
てきた歴史的経過があります。措置費による施設職員の賃金が国家公務員給
与に準じて決定されてきた理由もここにあります。公営施設の公務員賃金を
下まわる低い賃金などの公私間格差を「民間施設給与等改善費
(38)
」によって是
正せざるをえない水準におかれていました。民間施設の現場では、慢性的な
人手不足と特例的な週54時間労働を1981年まで認めるなど労働基準法に違反
する長時間・過密労働が常態化し腰痛や頸肩腕症候群など職員の健康破壊を
深刻化させてきたことは周知の事実です。最終的な生活保障対策である生活
扶助基準に連動した措置費が社会福祉施設・サービスを担う労働者の賃金・
労働条件を規定するという逆立ちした仕組み
(39)
が作られ、社会福祉職員の賃
金・労働条件は二重の意味で低く抑えられてきたのです。
こうした措置制度とそれに連動した施設最低基準・職員定数は、2000年の
介護保険法の実施にともなって大きく変わりました。生活保護法による救護
施設や児童福祉法にもとづく乳児院や児童養護施設などは現在も措置制度に
よる運営ですが、行政との契約による保育所は保育単価、介護保険サービス
は介護給付費（介護報酬）、障害児者サービスは自立支援給付費にもとづい
て運営する方式となりました。とりわけ介護保険制度は、①40歳以上の労働
者・住民から医療保険とは別に保険料を徴収し（65歳以上は年金から天引
き）、②割の利用者負担を課し、③要介護認定によって利用者と利用でき
るサービスの範囲を狭く限定するとともに、食費や居住費などを保険給付か
ら外し、④実施主体である自治体行政が自らサービスを供給するのではなく
民間企業の参入（居宅サービス）をはかるという仕組みです。それは、企
業・資本の保険料拠出のない「保険方式」を導入することによって、年間18
万円以上の所得の高齢者から保険料を徴収し、国・自治体の責任と費用負担
を住民の自助努力と相互扶助に転嫁する仕組みであり、生存権保障として社
38 ｢低福祉・低賃金」政策の基軸としての生活扶助基準（安井)
会保険制度と言えるものではありません。制度発足以降における保険料の引
き上げと要介護認定の厳格化による保険給付の抑制に終始してきた現実はそ
のことを物語っています。
「給付（受益）と負担の均衡」という保険主義的運営によって国の責任と
費用負担による利用者サービスの最低生活保障としての水準を曖昧にしただ
けでなく、担い手である職員の賃金・労働条件のよりいっそうの不安定化を
招いています。入所者数に応じて必要な人員を専任で配置していた措置制度
とは大きく異なります。介護報酬という仕組みは、職員の賃金の改善や増員
をはかろうとすれば、介護報酬の引き上げにはね返り、保険料の値上げと利
用者の負担増をもたらし、これまで以上に利用者と職員を分断・対立させる
構造になっているのです。介護報酬における人件費割合は、介護老人福祉施
設や介護老人保健施設、通所介護、短期入所生活介護の場合は45％、訪問看
護や通所リハビリテーション、小規模多機能型居宅介護などが55％、訪問介
護や訪問入浴介護、居宅介護支援70％という目安を定めているにすぎません。
保育所の保育単価における人件費割合が85％前後であるのと比較して低い水
準です。これまでの民間施設給与等改善費は廃止しています。また「常勤換
算方式」による人員配置を導入し、職員の賃金は事業所の裁量によって決定
することになっています。その結果、非常勤職員の増加や生活できない低賃
金、高い離職率、慢性的な人手不足という深刻な実態
(40)
を引き起こしているの
です。政府は、介護職員の不足に直面して「介護職員処遇改善加算」や国家
公務員の地域手当に準じた「人件費の地域差の適切な反映」などを実施して
いますが、抜本的な改善にはほど遠い内容です。
社会福祉施設・サービスの内容や水準は、社会福祉職員の社会的地位や雇
用・労働条件によって規定されています。ところが、社会福祉の現場は、慢
性的な人手不足や非常勤職員の増加のもとで職員集団としてのまとまりが乏
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しく自主的な学習活動も停滞しています。社会福祉士や精神保健福祉士、介
護福祉士あるいはケアマネジャーの養成は行われてきましたが、専門職養成
の前提である労働基本権の保障や研修権の確保と結びつけた条件整備はまっ
たくといっていいほどすすんでいません。労働組合が組織されている職場は
少なく、未組織状態におかれています。そして、職員同士、職員と利用者、
利用者同士、利用者と住民が相互に分断・対立させられ、社会保障・社会福
祉の改善・拡充をはかる統一した取り組みの発展が妨げられてきたのです。
社会福祉施設・サービスの内容・水準と職員の社会的地位の向上は、最終的
な生活問題対策である社会福祉制度の枠のなかの取り組みで実現できるもの
ではありません。社会保障制度の前提や基本になる制度の改善・拡充と社会
福祉職員の雇用・労働条件の改善を統一的にとらえ、社会福祉に関連する職
員と利用者・住民の協力・連帯を強化することがいま求められているのです。
．「低福祉・低賃金」政策の転換に向けて
2013年月21日、政府は社会保障制度改革推進法にもとづく年金・医療・
介護・子育てなど全般にわたる「改革」スケジュールを閣議決定しました。
その特徴は、「自らの生活を自ら又は家族相互の助け合いによって支える自
助・自立を基本とし、これを相互扶助と連帯の精神に基づき助け合う共助に
よって補完し、その上で自助や共助では対応できない困窮等の状況にある者
に対しては公助によって生活を保障するという考え方を基本に、受益と負担
の均衡がとれた持続可能な社会保障制度の確立を図る」改革の第一歩に生活
扶助基準の切り下げと生活保護制度改革を据えていることにあります。政府
がすすめている生活扶助基準の切り下げと生活保護制度の見直しが、グロー
バル化に対応した国際競争力を強化する「低福祉・低賃金」政策の再編・強
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化という側面をもっていることも見逃してはなりません。
いま生活保護制度に問われている課題は何か、くらしの課題に対応した生
活保障の仕組みとして改善・拡充していく基本方向を明らかにするためには、
生活保護世帯のかかえている生活困難や不安を労働者・住民に共通する課題
として提起していく活動が重要です。かつて日本労働組合総評議会は朝日訴
訟運動の一環として『生活保護 意見と生活の実態調査』（1960年）に取
り組みました。そこでは「個人ではなく集団で、自らの姿を明らかにして対
決するよりほかに途はない」「官僚の権力を背後にもった当局の調査資料を
私たちの手でくつがえすことをやらなければならない
(41)
」と自主的な調査活動
の必要性を強調しています。消費者物価指数や全国消費実態調査・家計調査
などの官庁統計の批判的利用による分析とともに、くらしの現実が提起して
いる課題とそれを実現する基盤・条件を明らかにする生活問題調査（活動）
が不可欠であり出発点です。それは、単に生活保護制度の改善・拡充の課題
にとどまらず、くらしの課題に対応した総合的な社会的生活保障制度の体系
を明らかにするものでなければなりません。生活保護世帯は「①社会階層と
してどのような特徴をもっているか、②いかなる社会階層を基盤にしている
か
(42)
」を明らかにし、労働者・住民がかかえている生
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(43)
とそれにもとづく実証的な構造分析がいま求めら
れています。
生活と健康を守る会や生活保護問題対策全国会議などの呼びかけた生活扶
助基準の切り下げにたいする「不服審査請求」は1万人を超え、かつてない
拡がりを示しています。しかし、1973年の「年金統一ストライキ」以降、労
働組合の生活保護制度・社会保険制度の改善・拡充を求める統一した要求・
運動は大きく立ち遅れています。個別の制度にたいする個別的な要求・運動
の範囲にとどまっています。社会保障・社会福祉政策の性格や内容・水準は、
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その時々の労資の力関係によって規定されます。労働者・住民の統一した要
求・運動が発展する時には生存権保障としての側面が拡大し、要求・運動が
分断され停滞していると労働者・住民の負担が増大し、給付の内容や水準は
切り下げられています。表	から明らかなように、労働組合運動の停滞が顕
著になった2001年以降、生活保護の分野では「ヤミの北九州方式」（2007年）
をはじめ「生活保護適正化ホットライン」の設置（2011年）や警察官 OBの
福祉事務所への配置（2012年）、「小野市福祉給付制度適正化条例」（2013年）
など生活保護の申請者や受給者にたいする締めつけ＝人権侵害
(44)
が強化され、
生活保護バッシングのような受給者と住民の分断・対立が拡がっています。
「不正受給」対策や「生活保護の適正化」の名で通知・監査など国の行財政
を通じた官僚統制と福祉事務所のケースワーカーにたいする管理強化によっ
て、自治体職員の労働組合を基盤にした仕事上の協力・連携が妨げられ、生
活保護の申請者・受給者と自治体職員の分断・対立が拡がっていることも見
逃せません。1981年の「123号通知」にたいする自治体職員・労働組合の取
り組み
(45)
とは隔世の違いがあります。
こうした生活保護行政における人権侵害は、公務員の労働基本権の制限と
密接不可分の関係にあります。公務員である福祉事務所のケースワーカーは
労働争議権を奪われ、同じ労働者の一員である生活保護受給者や申請者と連
帯して、くらし・いのちと権利を守る要求・運動を発展させていく取り組み
が妨げられているのです。福祉事務所の窓口におけるケースワーカーと生活
保護受給者・申請者との分断・対立関係を労働基本権の回復の課題に関連づ
けてとらえ返す視点が必要です。生存権保障としての公的扶助制度が労働基
本権のなかでもっとも基本的な労働争議権の確立を前提に成立してきた「社
会政策から社会保障へ」の発展の歴史に学ばなければなりません。わが国で
は、公務員の労働基本権の制限をテコとして、人事院勧告による公務員賃金
42 ｢低福祉・低賃金」政策の基軸としての生活扶助基準（安井)
が厚生労働大臣の裁量による生活扶助基準の決定に連動し、地域最低賃金や
課税最低限、さらには社会保障・社会福祉制度の「最低基準」を決定する仕
組みが形成され、劣悪な生活扶助基準並みの貧困・低所得層が大量に創出さ
れてきました。こうした「低福祉・低賃金」政策の転換には、公務員の労働
基本権の回復をはかる取り組みの強化が不可欠です。人事院制度改革が課題
になっている今日、労働者に共通する課題としてどう取り組むか問われると
ころです。
最終的な生活保障である生活保護制度の比重が大きいわが国の社会保障制
度の歪んだ構造を転換するためには、社会保障制度の前提条件である雇用保
障制度と本格的な最低賃金制度の確立が重要であることは言うまでもありま
せん。その必要性は戦後一貫して強調されてきましたが、いまだに実現して
いません。失業・不安定雇用の拡大によって平均賃金以下の労働者が全体の
60％を超えている今日、働いたならば「人たるに値する」生活を維持するこ
とができる雇用保障制度と本格的な最低賃金制度の確立は喫緊の課題です。
失業や不安定雇用、低賃金という雇用・労働条件にかかわる問題は、生活
保護制度によって解決できる課題ではありません。生活保護制度の枠内で対
応すべき課題としてのみとらえていたのでは、雇用保障制度や最低賃金制度
の改善・拡充に向けた要求・運動を弱めることになります。生活保護制度に
おける「就労指導」の強化は、一方的な解雇の規制や失業時の所得保障、職
業紹介、職業訓練・職業リハビリテーション、公共的な雇用創出事業、保護
雇用制度など体系的な雇用保障制度の確立を前提にしなければ、生活保護の
第二次「適正化」のように不安定雇用・低賃金労働を創出する労働力政策の
一環として機能することは明らかです。
また、地域最低賃金額の決定にあたって生計費原則を生活扶助基準との関
連で考えるという発想は克服しなければなりません。そうでなければ、生活
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扶助基準が最低賃金制度の肩代わりをしている現状を容認することになりま
す。最低賃金制度は、独占段階に登場した社会政策です。それに対して、生
活保護制度は社会政策としての社会保険制度の限界性を補完する社会福祉政
策です。ここでは詳しくふれることはできませんが、社会問題対策における
社会政策と社会福祉政策の関連、さらには社会政策と社会保障、公的扶助、
社会福祉サービスの関連をどうとらえているかという理論上の問題があると
思われます。
さらに、年金や手当など社会保障の給付内容や水準を生活扶助基準が規定
しているという関係を転換するためには、社会保障の中核である社会政策と
しての社会保険制度の改善が不可欠です。企業・資本の保険料拠出をともな
わない国民健康保険や国民年金、介護保険、後期高齢者医療制度は、社会政
策としての社会保険制度ではありません。社会保険として同列に扱うことは
正しくありません。1961年以降の「皆保険・皆年金」体制は、企業・資本の
保険料拠出をともなわない「保険方式」を導入して、企業・資本および国の
負担を労働者・住民の負担と自助努力に転嫁するシステムとして機能してき
た側面を見逃してはなりません。1930年代以降、企業・資本の拠出を要件に
した社会政策としての社会保険制度の改善・拡充を基本に、その限界性を補
完する社会福祉政策としての社会手当制度と公的扶助制度の有機的な連携に
よる社会保障制度の確立へと発展してきた世界の歴史に学ぶことが重要です。
わが国では、1960年の高度経済成長以降、社会保障費用における企業・資本
の負担割合は低下傾向をたどっています。社会保険料の負担割合を「労使折
半」から「・	」に改善する労働組合の取り組みは影を潜め、社会保険制
度における企業・資本の拠出を曖昧にした「受益と負担の均衡」という「保
険主義」的な理解が拡がっています。その第一歩が年金から保険料を天引き
する介護保険制度です。社会保障の費用を誰がどのような割合で負担してい
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るかは、労使の力関係の端的なあらわれです。政府が表明している「社会保
険方式の維持」は、保険料の強制的な徴収にほかなりません。社会保障費用
を確保するためには消費税の増税が必要だという議論にたいして、企業・資
本の拠出を要件にした社会政策としての社会保険制度の改善・拡充を基本に
据えた取り組みを発展させることがいま求められているのではないでしょう
か。
生活扶助基準を基軸にした「低福祉・低賃金」政策の転換は、個別的な制
度の枠内の取り組みで実現できるものではありません。本格的な最低賃金制
度の確立をはじめ、社会保障制度の前提や基本になる制度・施策の抜本的な
改革を必要としています。それを実現していく主体的条件は、労働者・住民
の統一した要求・運動の発展です。労働組合の活動が停滞し労働者・住民の
あいだに分断と対立が拡がっている今日、社会保障・生活保護制度の改善を
はかる要求・運動は大きな困難をかかえています。しかし同時に、くらしの
現実からかけ離れた政策の強行は、くらしといのちを守る統一した要求・運
動に取り組まざるをえない客観的な共通基盤を創り出しています。とくに制
度・政策とくらしの矛盾が集中的にあらわれている福祉事務所や社会福祉施
設の職員は、住民のくらしの実態を直接把握できる立場にあります。したが
って、保健・医療や教育など関連分野の職員との協力・連携を強め、自らの
社会的地位と労働条件の改善と結びつけて利用者・住民のくらしに根ざした
生活要求を明らかにする活動に取り組むならば、くらしの課題に対応した総
合的・体系的な社会保障制度の必要性を提起することができるでしょう。社
会福祉現場に働く労働者としての強みと役割がここにあります。

() 厚生労働省は、2013年月19日に「生活扶助基準の見直しに伴い他制度に
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生じる影響について（対応方針）」を発表、月16日には厚生労働事務次官通
知（厚生労働省発社援0516第号）により「できるだけ影響がおよばないよ
うにする対応方針」を指示しています。吉永純「生活保護基準額の引き下げ
によって影響・被害を受ける制度概要」（『賃金と社会保障』旬報社、NO.1574、
2012）、同「生活保護基準引き下げと制度引き締め 社会保障解体への一里
塚」（『季刊 自治と分権』no.51、大月書店、2013.4）参照。
() 三塚武男は、「生存権保障およびその一環としての公的扶助制度は、歴史的
には、労働基本権のなかでもっとも基本的な労働争議権の確立を前提として
成立している。したがって、わが国のように、労働基本権が制度的にも実践
（運動）的にも未確立なところでは、生存権保障の内容や水準はそれだけ劣悪
なものになっている」と指摘しています。三塚（1997）『生活問題と地域福
祉』ミネルヴァ書房、p.135、pp.142-145を参照。
() 三塚武男（1988）『部落解放のまちづくり』部落問題研究所、p.30。
() 厚生労働省「生活保護基準未満の低所得世帯数の推計について」2010年
月
日。同年月10日には「生活保護基準未満の低所得世帯数の就労状況別
推計について」を公表しています。最低生活費は、母子加算と児童養加算を
含む生活扶助に教育扶助と高等学校等就学費を加算したもの。住宅扶助は含
まれていません。
() 後藤道夫や唐鎌直義らによって「就業構造基本調査」（総務省）や「国民生
活基礎調査」（厚生労働省）を用いた貧困世帯の量的把握が取り組まれていま
す。後藤道夫（2011）『ワーキングプア原論』（花伝社）、後藤道夫・布川日佐
史・福祉国家構想研究会編（2013）『失業・半失業者が暮らせる制度の構築』
（大月書店）、唐鎌直義（2012）『脱貧困の社会保障』（旬報社）など参照。
() 総務省「労働力調査」における完全失業者とは、「①仕事がなくて調査週間
中に少しも仕事をしなかった、②仕事があればすぐ就くことができる、③調
査週間中に，仕事を探す活動や事業を始める準備をしていた」の3つの条件を
満たしている者をいいます。調査期間中に1時間以上仕事に就いた者は就業者
になります。
(	) 1985年に労働者派遣法の制定により、これまで禁止されていた労働者供給
事業が認められ、1999年に原則自由、2004年には製造業にも認められました。
() リーマンショック後の2008年末、派遣切りが表面化しました。従来の主婦
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に代表される「家計補助型」パートタイマーではなく、若い世代を中心に
「ワーキングプア」といわれる不安定・低賃金雇用が増え続けているところに
深刻さがあります。
(
) 三塚武男（1988）、p.110。
(10) この点の考察については、伍賀一道「雇用問題から見た生活保護」（『季刊
自治と分権』no.51、大月書店、2013.4、p.57-65）を参照。
(11) 「その他の世帯」は、高齢者世帯や母子世帯、傷病者世帯、障害者世帯に該
当しない世帯であり、30〜64歳の年齢層が多いという特徴を有しています。
(12) 三塚武男（1983）「労働福祉」（佐藤進・小川利夫編『関連領域と社会福祉』
有斐閣）p.163-4参照。細迫朝夫は「朝日訴訟と最低賃金制」（『人間裁判10年』
労働旬報社、1967）において、「生活保護基準が、『低賃金労働市場』と権利
剝奪された公務員労働者の価格決定を直接的に規制し、それを媒介として全
労働市場における賃金決定に規制力を加えているのである。まさに、扇の要
に位置づけられている」と指摘しています。p.150。
(13) 小越洋之助（1989）『日本最低賃金制度史研究』梓出版の pp.423-425に示さ
れているデータを加工しています。
(14) 緊急失業対策法（1949年制定、1995年廃止）にもとづく失対労働者は、当
初、職業安定所に登録した日雇労働者で家族生計費の主要部分を担当し生活
保護や失業保険を受給していないという適格要件を満たした者でなければ失
対事業に就労できない規定になっていました。労働省職業安定局高齢・障害
者対策部（1996）『失業対策事業の歩み』日刊労働通信社、p.14、pp.106-107。
また、失対賃金は、当初「同一職種に従事する労働者に支払われる賃金の額
より低く定めなければならない」という低率賃金の原則によって決定されて
いました。その後、全日本自由労働組合のたたかいによって低率賃金の原則
はあらためられ、1963年に「同一地域における類似作業に従事する労働者に
支われる賃金を考慮して、地域別に、作業の内容に応じて定める」こととし、
あわせて「社会保障制度による給付の水準」を考慮し、労働大臣が失業対策
事業賃金審議会の意見を聴いて決定する仕組みに変更されています。
(15) 細迫朝夫（1978）「社会保障と最低賃金制」（窪田隼人・坂寄俊雄編『社会
保障と人権』同文閣）pp.40-42参照。小越洋之助（1989）は「73年〜81年まで
は失対賃金の年上昇率は、生活保護基準の年上昇率と、恒常的に0.8％の格差
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をもって連動してきた」と同様の指摘をしています。
(16) 中央（地方）最低賃金審議会は、労働者代表と使用者委員および公益委員
（各名、地方は東京都、大阪府を除き各名）によって構成されています。
しかし、厚生労働大臣または都道府県労働局長が最低賃金審議会に調査審議
を求め、その意見を聴いて地域別最低賃金を決定するのであり、最低賃金審
議会は労使の交渉による決定の場ではありません。
(17) 細迫朝夫（1978）、p.38-53参照。75年の野党による最低賃金法案の内容等は、
細迫『最低賃金読本』参照。
(18) 高野史郎（1976）「保護世帯と一般世帯の家計収支の格差および保護生活水
準の推移について」（日本社会福祉学会『社会福祉学』第17号）、p.98参照。
(19) 生活扶助基準は第類＋第類＋期末一時扶助＋冬期加算＋住宅扶助で計
算されており勤労控除は含まれていません。
(20) 増田正人・黒川俊雄・小越洋之助・真嶋良孝（2010）『国民的最低限』大月
書店、pp.251-257参照。
(21) 下山房雄（1967）「賃金決定機構」（舟橋尚道編『講座労働経済 日本の
賃金』）、p.188。
(22) 角田豊（1977）『社会保障法の現代的課題』法律文化社、pp.272-276参照。
(23) 母子加算は、2009年の民主党政権により復活しました。
(24) 早川征一郎「最近における人事院勧告の動向と直面する問題」（法政大学経
済学部『経済志林』第77巻第号、2010）、pp.117-123参照。
(25) 1992年以降は、これまで実施してきた独身男性（18歳程度）のマーケット
バスケット方式による食料費の算出にもとづいた方法を放棄し、家計調査・
全国消費実態調査による「平均」より低い並数階層の実態生計費を基礎にし
て算定しています。
(26) 小川政亮（2007）『小川政亮著作集 戦後の貧困層と公的扶助の権利』大
月書店、p.204-205。
(27) 給付基礎日額の最低限度額は年齢によって異なります。65歳未満の場合、
最低額は20歳未満4,307円、最高額は45〜49歳の6,707円。なお給付基礎日額
の最高低限度額が年齢別に決められています。
(28) 基本手当日額の上限は45〜59歳の7,830円がもっとも高く、28日分支給で
219,240円という水準です。
48 ｢低福祉・低賃金」政策の基軸としての生活扶助基準（安井)
(29) 角田豊（1968）、p.219。
(30) 生活扶助基準との関連については、田中明彦（2004）「『国民皆年金』実現
への途 学生障害無年金者京都訴訟への意見書」『あってはならない存在』
（ウインかもがわ）を参照させていただきました。p.17。
(31) 厚生年金は「老齢年金の基本年金額の定額部分、障害年金や遺族年金の最
低保障はいずれも年万円、月額5000円とされたのであるが、これは……東
京都保護世帯の人一ヶ月当たりの消費支出額も62年度で4984円、63年度で
すでに5883円にたっしていることが影響している」。国民年金の拠出制老齢年
金を25年拠出で月2000円から5000円に、40年拠出で3500円から8000円にひき
あげた改定も同様の考え方にもとづいています。角田豊（1968）、p.219。
(32) 基礎年金の成立過程は、田中明彦氏の文献（2004）を参照させていただき
ました。pp.44-45。
(33) 1960年代には102号条約の給付水準を改善し、母性100％、疾病・業務災
害（労働不能・障害）66％、障害60％、老齢・遺族55％に引き上げてきました。
(34) わが国の社会保障における家族保障の問題点を指摘してきたのは角田豊で
す。「家族手当と家族給付」（『社会保障法の課題と展望』、法律文化社、1968）、
p.76-95参照。
(35) 三塚武男（1996）『障害（児）者・家族のくらしと介護者の健康調査』、「障
害児者の家族の健康・生活調査」大阪実行委員会、p.125。
(36) 三塚武男（1988）、p.49。
(37) 社会福祉における国の責任と費用負担を最終的に住民に転嫁するメカニズ
ムとしての措置制度については、拙稿「民間社会福祉の課題と労働者の役割」
（『総合社会福祉研究』第4号、総合社会福祉研究所、1992、pp.87−98）で考察
しました。
(38) 東京や神奈川、大阪、京都などでは、公私間格差や勤続年数に応じた賃金
引き上げを図る自治体の単費による民間施設への人件費補助が行われてきま
した。
(39) 三塚武男は、「国家権力による一方的な賃金決定機構のかなめ（いわゆる人
勧体制）を設け、これに見合わせて社会保障・社会福祉制度の基本的条件と
しての『最低基準』とその決定方式を打ち出してきた」と指摘しています。
孝橋正一監修・社会事業研究会編（1968）『社会福祉入門』労働旬報社、p.214
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参照。また、「社会福祉労働者の賃金が低いのは、直接的には措置費によって
規定されているように見えるが、その決定の仕組みから明らかなように、わ
が国の労働者全体の賃金が低い水準に抑えられているからである」として、
逆立ちした仕組みを変えることを強調しています。三塚（1979）「保育条件の
最低基準」（清水民子・細川順正編『保育所保育を考える』ミネルヴァ書房、
p.154）。
(40) 2008年度の社会福祉施設における労働基準法違反は77.5％と全産業の
68.5％を上まわっています。なかでも「割増賃金（労基法37条）」38.8％（全
産業18.1％）や「労働時間（労基法32・40条）」32.2％（全産業25.2％）の違
反が目立ち、人手不足が労働時間にしわ寄せされている実態があらわれてい
ます。また、もっとも基本的な「就業規則（労基法39条）」「賃金台帳（労基
法108条）」違反が、それぞれ24.3％、14.9％と全産業の倍を超えています。
社会保障審議会介護保険部会（第33回）資料を参照。
(41) 日本労働組合総評議会調査研究所社会保障対策部（1960年）『生活保護
意見と生活の実態調査』（1960年）、労働出版社、「はしがき」参照。また、国
民春闘の課題として年金の改善や老人医療「無料化」を掲げるようになった
1971年には『老後の豊かな生活のために（ヨーロッパ年金調査団報告）』を発
表しています。
(42) 貧困問題研究会（1979）『非保護世帯の落層要因と自立の条件に関する調査
報告』。この点については、江口英一（1979）『現代の「低所得層」（上中下）』
（未来社）や籠山京『低所得層と被保護層』（ミネルヴァ書房）、江口英一・川
上昌子（2009）『日本における貧困世帯の量的把握』（法律文化社）などの先
駆的な研究が蓄積されています。
(43) 拙稿「労働者世帯の生活問題の実証的分析」（大谷大学『哲學論集』2010）
参照。
(44) 生活保護受給者や申請者にたいする権利侵害の実態は、全国生活問題対策
全国会議などによって明らかにされています。
(45) 大友信勝（2000）『公的扶助の展開』（旬報社）は、1998年まで123号通知を
実施してこなかった「枚方方式」などを詳しく紹介しています。pp.280-300参
照。
〈キーワード〉生活保護、最低賃金制度の肩代わり、社会保障給付の算定基礎
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